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（人工衛星共通技術）
峯

開 発項目：レーザを用いた衛星アンテナの高精度方向制御システムの研究開発
〔研究〕

ヤ

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

　　　　　　　、@　　　年　度

¥算額

㌔～ ｽ成翌年度実績 平成4年度実績

　　　　　　、

ｽ成5年度計画 最　　終　　目　標 ノ備　　　　考

　　　　　　・（千円）

磨@項
1　8　9，　3　9　7十　　（3　7，　1　8’9） ’（3，000） （3，000）

A．理論的検討及び地上実験

@　　　、
A　　　　　　　　　雫

@　　　　　　　　　●

　レーザビーコンを利用して宇宙
�ﾄ体の三軸姿勢を高精度に決定
ｷるアルゴリズム及びこの方法に
K要な地上一衛星間レーザ光線伝
ﾀの理論的検討を行った。、
@レーザビーコンを姿勢決定のみ
ﾈらず、リモートセンシング、特
ﾉ地球画像の校正にも利用する方
ｮを提案した（MOS－1衛星で実験）
@レーザを用いた本システムをさ
轤ﾉ宇宙光通信に応用するための
氈F討を行い、「宇宙光通信地上セ
@　　　（大型補正として認めらンター」

黷ｽ）を整備した。特に狭ビーム’

戟[ザ光の伝送方法の研究を行っ
ﾄきた。　　、

地上から衛星に狭ビームレーザ
��`送する際の大気のゆらぎ
ﾉよる伝送方向の変動を補正す
驛Vステムを研究してきたが、
S年度は製作したシステムの試
ｱを行なった。

左記の研究を平成4年度に引き
ｱき実施する。

@　　　　　　　　　　　　　も

　レーザビーコンを利用した衛星
ﾌ高精度姿勢決定のため資料を得
驍ｱとによって、本システム実用
ｻのための指針を得る。具体的に
ﾍ平成6年度打ち上げ予定のET
r－VI衛星により、同衛星の姿勢
ﾌ高精度姿勢決定実験及び光学ア
塔eナの高精度方向制御実験が光
ﾊ信実験と共に行われる。
@宇宙から見た地上レーザビーコ
?O管窪震三柔蓼卿禦へも画像校正等の手段として直接応用できるので、実用化を図る。　さらに、本システムは将来の衛星三等の光宇宙通信に必要な基礎技術となるので、これに必要な基

第1段階としてETS一皿衛星を
?pして、地上一衛星間のレーザ
�`送実験を行い、レーザ光を利

ETS－VI衛星を利用した光通
Mでは、衛星の光アンテナの方
?ｧ御及び光ビームの方向制御

搭載装置の試験及び地上装置の
ｮ備を行い、平成6年のETS－VI打ち上げに備える。

礎技術の確立も図る。

隠した姿勢決定シシステムの有効 が～2μrad．の超高精度で
性を実証することができた。 行われる。

次に、本方式を静止衛星に適用 4年度には、搭載装置の各種
一

するための基礎として＼、静止衛星 試験がNASDAで行われた。
「ひまわり」　（GMS）を利用し （別項予算による）

て、地上一静止衛星間のレーザ“
， 光伝送実験を行なった。本実験の
成功により（世界初）、本方式が

’
静止衛星にも応用できる確証を得
た。また、ETS－VIで本方式を

　’u 用いて光通信の基礎実験を行なう F

ピ ため、搭載装置の開発を行なった 、

へ
」

。（別項予算による） ｝

」
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6． 宇宙輸送の分野
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開発項 目：宇宙往還輸送技術の研究（1／3）
　　　　　研@　　　　　’､究機関名等：科学技術庁 　　　」q空宇宙技術研究所

1

　
　
　
　
　
　
　
年
　
度
曇

昭和62年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
予算額 最　　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円），

磨@項 1，281，113 485，342 590，849
1．宇宙往還システムの研究 宇宙往還システムの成立性評価 システム解析、設計支援ツー スペースプレーンの成立性評 宇宙往還輸送機に関する要素技

’ に必要な基本ソフトウェアの整 ルソフトウェアの整備、スペー 価解析ツール（三次元剛体運動 術の研究成果を発展させ、将来に
備、データベース構築等を行うと スプレーンのシステム設計、デ 解析及びシステム形態解析評価 備えた宇宙往還システムの基盤技
ともに、ステージング方式エアー 一タベース整備及び技術実験機 ツール）の整備を進め、単段再 術の確立に資する。
ブリージングエンジン等のトレー の概念検討を引き続き推進する 使用型スペースプレーン形態の

ド ドオフスタディを含むスペースプ とともに、空力／エンジン一体 明確化のためのシステムズタデ
レーン概念の検討及び技術実証方 化、環境適合化に係る要素技術 イ、各要素技術研究の成果を統
式の検討を行った。また、三次元 のシステム化研究に着手した。 合・整理したデータベースの整

“ 解析ツールソフトウェア及びスペ 備を行う。
一スプレーン・データベーズの整 一

2 備に着手した。 一

2．空力技術の研究 宇宙往還機の風洞試験による研 動的風洞試験技術として機体 動的風湿実験技術の実用化、 エアーブリージングエンジンを 本研究に関連して平
究として、高速域での縦の動安定 安定度を高めるアクチュエータ 極超音速飛行実証のための熱空 搭載した三段式及び二段式宇宙往 成3年度から極超音速
微係数測定試験及び低速域でのケ の開発、また、HOPEの空力 力特性の研究及び計測系の試作 還機の最適空力設計を空力／エン 風洞の大型化整備に着

」 一ブルマウントによる動的シミュ 設計において重要な極超音速粘 、にOREX実験データの解析 ジンー体化効果を含めて実施し、 工、現在順調に進んで
～ レーション試験を行い、横の動安 性干渉効果及び実在気体効果の を進める。 設計技術の確立を図る。またNA いる6

’
定微係数測定法を確立した。空力
ﾁ熱測定技術については実在気体

L／NASDA共同ミッションと
ｵて計画されている極超音速飛行

糞 効果（解離）も含んだ空力加熱測 実験に関連する研究を行う。
定と熱防御試験を行った。、また軌
道再突入実験機のブラックアウト ’

発生を予知するプラズマ計測用言
’

’ ンサの小型模型を開発した。

㌧

扇

3．新複合材構造技術の研
@　究　　　　　、　　　　　　　　　　　’

　熱望御用には三次元織物／セ
宴~ック複合材のセラミックを
?ｿした超高温強度試験片及び

　一層改善した三次元織物強化
Zラミック複合材の破壊じん性
詞ｱ、熱防御材料、耐熱主構造

　三次元織物強化セラミック複
㍾ﾞの強度特性評価、小型高温
pアクティブクーリング供試体

　宇宙往還機の上昇時及び大気圏
ﾄ突入時に受ける空力加熱から機
ﾌ構造を防御するために必要な技

と カーボン／ポリイミド複合材の 部材及びアクティブクーリング による冷却性能評価試験、また 術を確立する。再使用可能な軽量
2　「

継手、補強部材等の構造要素試 技術等の基礎的研究、さらに、 傾斜機能材料の特性評価試験を 防熱材及び高温強度の優れた複合
’ 供体を試作し環境強度特性を調 傾斜機能材料による耐熱構造技 進める。 材構造技術の開発に資する。

べた。 術の研究にも着手した。
レ
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㌔開 発項目：宇宙往還輸送技術の研究（2／3）
ξ

研究機関名等：科学技術庁 航空宇宙技術研究所

　　　　年　度

¥算額

昭和62年～平成3年度実績　　’

平成4年度実績 平成5年度計画 最　　終　　目　標

　
備
　
　
　
　
考
ナ

（千円）

事 項

4． 飛行制御技術の研究

@　　　　　、

　実験用航空機（ドルニエDo－

Q28）を用いたMLS、GPS
凾ﾌ航法評価試験及び飛行シミュ
戟[タによる着陸フェーズの遠隔
?c実験システムの製作、試験を
sった。　　　　　　一

　実験用航空機（ドルニエDo－228）及び飛行シミュレー

^を充分に活用してMLS、G
oS等の航法系試験、遠隔操縦
ﾀ験を行った。

@　　｝

　実験用航空機及び飛行シミュ
戟[タを活用した航法系、遠隔
?c系等誘導制御技術の研究、
lLS機能をはじめとする着陸
q法系の飛行実験による進め
ｽ。さらに、HOPEの着陸実
ﾘ技術の研究に着手した。

　宇宙往還機を最適な軌道に沿っ
ﾄ飛行させる制御技術及び自動・
投u着陸技術の確立に資する。
ﾜた、着陸に必要な航法技術及び
ｩ動着陸技術の実証を行う。

、

5．
推進系技術の研究　　　， 　エアーブリージングエンジンシ

Xテムの概念検討を前年度に引き
ｱき進めた。　　　　　　　　　，

　前年度までのエアブリージン
Oエンジンシステムの概念検討
ﾉ引き続き、全体システムの設
v及び一部構成要素の設計製作

　エアーブリージングエンジン
Vステムの概念検討、全体シス
eムの設計、一部構成要素の設
v製作を進める。

　離陸からマッハ数12以上の極超
ｹ速域までの飛行を可能とするエ
Aーブリージングエンジン等に関
ｷる技術を確立する。

　本研究に関連して平
ｬ元年度からラムジェ
bトエンジン試験設備
ﾌ整備に着手してい
驕B

に着手した。
う

訂

高速冷用エアーブリージ
塔Oエンジン関係　　一

　シスデム研究用エンジンの基本
ﾝ計を行うとともに、各エンジン
v素について、マッハ3の超音速
Cンテークの基礎模型の風洞試験
A超音速伝熱基礎試験、熱交換器
ﾌ改良模型試験、高温水素ラム燃
ﾄ器の模型試験及び回転空力要素

　前年度までの研究を継続する
ﾆともに、サブスケールエンジ
唐ﾌ設計及び試験法の検証、ス
Nラムジェットとの複合化設計
ﾉ着手した。

@　　　’

　超音速可変インテーク、可変
mズル、複合材製ファン及び噴
ｬ保炎型ラム燃焼器の要素模型
ﾌ試作試験、カーボン／カーボ
燈｡：合材などの材料評価試験、
ﾈらびにエンジンシステム設計
yび部分試作を行う。

基礎試験等を進めた。
@また、カーボン／カーボン複合

㌧
材の基本特性を知り、その適用に 隔

’

ついての技術的知見を得るため、
e種素材の高温強度試験を行っ
ｽ。

、　　　　　　　　　　　　　　6 、 　　J
@　　　　　　　　F
f

1

、

｝　　　　　　　　　し

一

∫
予

駄 へ
’

鯛

t

、

、

｛

へ

毛

メ
、
評3 圏

、

開発項 目：宇宙往還輸送技術の研究（3／3）

研究機関減等：科学技術庁 航空宇宙技術研究所　　　一

年　度
昭和62年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

、

予算額 最　　終　　目　標 備　　　　考
一

　　　　　　　（千円）
磨@項　1

「

7ラム／スクラムジェット 低速から高速までの多重モード 低速から高速までの多重モー 多重モード推進システムのシ
o

エンジン関係 推進システム技術の確立を目指し ド推進システムの概念設計及び ミュレーション技術の研究、エ
て同システムの概念設計を行うと シミュレーション技術の研究、 ンジン主要構成要素の模型及び
ともに、シミュレーション技術の エンジンの主構成要素の模型及 冷却構造模型等の試作試験を前

’

研究を行った。また、エンジンの び冷却構造模型等の試作試験、 年度に引き続き進めるととも
ノ

各主要要素について模型の試作・ サブスケールスクラムジェット に、試作を進めた水冷サブ琴ケ
試験、エンジン材料の評価試験を エンジンの試作を前年度に引き 一ル・スクラムジェットエンジ

，

進めた。さらにこれらの要素研究
ﾌ技術検証のためのサブスケール

続
き
推
進
し
た
。
　
　
　
　
　
傷
㌧

ンのラムジェットエンジン試験
ﾝ備を用いた試験に着手する。

≠ スクラムエンジンの試作に着手し
た。

9

ト

6． 有人飛行技術の研究 有人往還機安全性の研究につい 排熱能力の高い熱媒体と熱交 有人飛行の安全性の研究とし 本研究は有人飛行の安全を確保
て、既存の脱出装置のコンセプト 換エレメントを組み合わせた上 て、パイロットの運動／操縦能 する上で不可欠な排熱技術と生命

「

を調査、整理するとともに、現在
z定されている各フェーズ毎に可

昇及び再突入時排熱システムの
P次モデルの製作、宇宙往還機

力を評価検討するためのシミュ
戟[ション技術とその評価方法

維持のためのガス制御技術とを統
№ｵた環境制御システムや緊急脱

L
、
殉 能な脱出方式の検討を行った。ま の緊急脱出システムの検討を進 の検討、またNALスペースプ 出システム運用を含むパイロット
た緊急時生命維持サブシステムて めた。 レーン・コンセプトに適合した 養成技術等を確立する。
について一部要素試作試験を実施 緊急脱出システムの概念検討に
した。機体内部に流入する熱量の 着手する。

推算と揺蕩系の詳しい解析手法を
確立し、排熱ループ使用する最適 、

’
な熱媒体の選択と熱交換方式の概
念検討を行った。

7． 軌道制御用エンジンの基 　　　’鴻Pットエンジン謡講耐熱方向 再使用型貯蔵性二液エンジン 燃焼器の候補材料について、 超耐熱性、耐久性、耐酸化性を
盤技術に関する研究 材料の評価基礎試験を中心とした の候補材料について、耐久性の 耐熱及び耐酸化コーティングの 有するエンジン材料技術の確立を

几

’ 研究を進め、軌道制御用エンジン 研究を前年度に引き続き進め、 基礎評価を行う。この評価試験 図るとともに、当所の保有するエ
設計の基礎データを取得した。ま 高信頼性を得るための材料面で で選定された材料で小型燃焼器 ンジン要素技術を発展させ軌道制
た、超耐熱候補材料の選択及び改 の基礎データを取得した。 を改良し、地上燃焼試験を行っ 御用エンジンの技術基盤の確立を

　’
ﾇ

良を行い二幅式エンジン用超耐熱
ﾞ轡の評価基礎試験を行った。

　また、小型エンジンの地上燃
ﾄ試験を行い、耐久性評価のた
ﾟの試験方法を検討した。

て、燃焼器の冷却特性、耐久性
ﾉ関する基礎データを取得する
ﾆともに先進型宇宙機エンジン

図る。

の概念検討を進める。
’

、

’

　　　　　『I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

’

’
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開発項目：液酸・液水ロケットエンジン要素の研究（1／2）

研究機関名誉：科学技術庁 航空宇宙技術研究所

・　　年　度
　　　　　　　　　　　　Pｺ和52年～平成3年度実績 　　　　　　　　　　隔ｽ成4年度実績 平成5年度計画 最　　終　　目　標 ，　備　　　　考

｝　　　　予算額 ～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　（千円）

磨@項　　．

2
，
6
9
4
，
2
5
9
皐

120，000 11乞，000

　　要素研究

p饗　　　　　　　　　　　　　1

qρ　　　　　　げ　　「♂　　　L　　　　　　　　　　　卿

@　i

@　　　　　　l
@　　卜’

@　｝
@　ず
A　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

@　　　　　　‘　　1
@　　「@1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　凡

　　鵯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馬

@昭和52～56年度にわたりH－1
鴻Pット第2段用LE－5エンジ
唐ﾌ開発に必要な要素技術の研究
�iめ原型液酸ターボポンプの開
ｭを初めとして、研究成果を同工’
塔Wンの開発に反映させた。
@昭和57年度からは、高圧エンジ
唐�､究対象として、燃焼器及び
^ーボポンプ系の技術研究を行い
kE－7エンジンの開発に活用し
ｽ。引き続き先進技術研究として
t酸・墨水エンジンのr層の高性
¥に必要な要素研究を行うととも
ﾉ、昭和63年度から液酸・液水エ
塔Wンの二元燃料エンジン要素技
pの研究に着手した。　　　　　、

@　　　　塩A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

@’
@　　　　　　　　τ

@　　　　　　　　　　一

　ターボポンプ系については、
ｴ小型ポンプの試作研究、高強
xタービン材料及びタービン三
M衝撃に関する研究、軸受・シール及び液酸ポンプなどの難着

ﾎ性摩擦材の研究を行った。
ﾜた、燃焼器系については、燃
ﾄ弓長寿命化のため遮熱性に優
黷ｽ材料、及び先進的製作法の
､究を行った。スラッシュ推進
ﾞ利用技術の研究については、
Xラッシュ水素貯蔵特性に関す
骼詞ｱを行った。エンジン機能
ﾄ視診断技術の研究として、実
詞ｱデータを利用した機能診断
ﾉ必要な機能監視データ解析・
?搗葡uを整備した。
@二元燃料液酸・三水エンジン
v素については、燃焼器寸法を
g大して、燃焼安定性に関する
詞ｱを行った。また、ブースタ
p大型ポンプの研究に着手し
ｽ。

@　　　　　㍗k

　ターボポンプ系については宇
?�ﾔ輸送系の一層の性能向上
�ﾂ能にする超小型ポンプの試
?､究、タービンの高機能化を
ﾚ的とする高強度タービン材料
yびタービン三熱衝撃に三三る
､究及び軸受・シールの三局速
ｻの研究を引き続き行う。
@燃焼器系については、燃焼器
ﾌ軽量長寿命化のため、繊維強
ｻ型金属系複合材を用いた燃焼
ｺモデルの試作試験を行う。ス
宴bシュ推進剤利用技術の研究
ﾉついては、固体水素含有率を
閧ﾟる・ための密度測定法につい
ﾄ研究を行う。
@エンジン機能監視診断技術の
､究として、機能診断シミュレ
[ションを実施するために｝診
fデータ制御監視装置を増設す
驕B　　　　・
@二元燃料液酸・三水エンジン
v素の研究については、寸法を
g大した燃焼器により燃焼の動
I安定性を系統的に調べる。ま
ｽ液酸及び炭化水素系燃料ポン
v設計に必要な技術資料の取得
�ﾚ的として、ブースタ用大型
|ンプの研究を引き続き行う。

　高圧高性能、かつ信頼性の高い
t酸・霊水エンジンに必要な要素
Z術の確立を図るとともに、H－
hIロケット第1段用LE－7エン
Wンの開発に資する。
@また、二元燃料液酸・三水エン
Wン等に関する基礎研究を行い、
g－Hロケットの一層の性能向上
ﾉ資する。

@　　　　　　　　　　直

@　　　　　　　　　　　’

本研究の推進にあた
ﾁては、宇宙開発事業
cと共同研究を実施し
ﾄいる。

@　　　　、
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目：液酸・導水ロケットエンジン要素の研究（2／2）

研究機関名等＝科学技術庁 航空宇宙技術研究所

　　　　年　度

¥算額　　　　一
昭和52年頃平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　　終　　目　標 備　　　　考

’

　　　　　　　　（千円），事　項

大型高圧液酸ターボポン
vの試作研究　　・

　LE－7エンジン用液酸ターボ
|ンプの試作研究を行い、原型フ

　研究用液酸ターボポンプを用
｢てインデューサ流体振動特性

’

　平成4年度をもっ
ﾄ、本研究は終了し

エーズ液酸ターボポンプを完成し 試を調べたほか、軸受・シール
た。

5 た。LE－7エンジン支援研究用 の改良耐久性試験を行った。
液酸ターボポンプを用いて限界性
能を調べた。 亭

躍

また、同ターボポンプのタービ ’

ツ翼熱衝撃試験及び軸受シールの
?ﾇ耐久性試験を行った。

1 さらに、H一∬ロケットの開発 「

に不可欠なポゴ解析に必要な液酸 ；
1 ターボポンプ動特性を取得した。
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開発項　目：軌道間輸送機 （OTV）の研究

研究機関名馬：宇宙開発事業団

　　　　年　度

¥算額
昭和62年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 　　　　　　　　　　　　一

ﾅ　　終　　目　標

　
備
　
　
　
　
考
ノ

　　　　　　　（千円）

磨@項 184，931
1
6
，
0
7
4
’ 13，392

　OTVの軌道解析を行うととも
ﾉ、，空力制動面の機構・構造系の
沒｢及び推進系の検討を行った。

　OTVのシステム検討を行い
ｻの空力制動能力等に基づき軌
ｹ解析を行った。

　一定のOTVシステムを仮定
ｵ、その再使用運用概念、技術
I成立性、優位性、必然性他を
沛ﾘする。

@　　　　　、

　静止プラットフォーム等を輸送
ｷるOTVの開発に必要な技術の
m立を行う。
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、

〆 つ　　　　　　1

戸

　　　　　　　　　　5u

「

“

」

ヒ

≒

’

、

1

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

奪

3 診 耀

一

開発項 目：H－Hロケット打上げ型有翼回収機（HOPE），の研究 ノ

研究機関名節：宇宙開発事業団

年　度
昭和62年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画予

算
額
一 最　　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）
磨@項　， 2，143，976 1，781，630 2，510，683

宇宙往還システムの研究として 　　　／gOPE概念設計を引き続き 前年度に引き続き、HOPE H一∬打ち上げ型有翼回収機
全体システム、空力形状、自動着　　’

､システムの検討を行い、H－H
行うとともに、開発基礎試験と
ｵて、空力特性基礎試験、熱構

概念設計及び開発基礎試験とし
ﾄ、空力特性基礎試験、熱構造

（HOPE）に必要な技術の蓄積
�}り、開発の目処を得る。

ロケット打ち上げ型有翼回収機 造系開発基礎試験、及び誘導制 系開発基礎試験及び誘導制御系
！

　　　　　　　　　　　r （HOPE）の概念を明らかにす 御三開発基礎試験に着手した 開発基礎試験を行う。
るとともに、その熱構造系、通信 軌道再突入実験については前年 軌道再突入実験については、
系、電源系、誘導制御系及び推進 度に引き続き実験機の製作を行 冬期にH一皿ロケット試験機1

’

系の検討を行った。さらに元年度 つた。 号機にて打ち上げ、必要なデー
’ からHOPEの概念設計として、

，

夕を取得する計画である。
全体システム検討、再突入・自動 また、それまでの飛行実験検
着陸実験の検討、地上設備の検討 討の結果を踏まえ、小型自動着
を行うとともに、空力特性の検：討 、

陸実験及び極超音速飛行実験に
として、風洞試験及び空力特性数 に着手し、実験機の設計等を行
値解析を行った。また、耐熱構造 う。

材料の試作試験を行った。
また、3年度からは、飛行実験

ス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

の検討を踏まえ、軌道再突入実験の検討を行うとともに、設計・製

喜

一

卜

作に着手した。 、
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（宇宙輸送の分野）

開発項目：誘導制御系の研究

研究機関名等：宇宙開発事業団

’　　　　　　　年　度

@　　　　予算額
平成4年度実績 平成5年度計画 最　終　　目　標 1備　　　考

　　　　　　　（千円）

磨@項 2，402，452 329，318 301，068

システム技術の研究 　将来の軌道問輸送制御システム
Aについて、システム検討、航法・
U導・制御技術の解析検討及び往
ﾒ輸送系の誘導・制御システムの
沒｢を行った。また、誘導制御計
Z機と慣性センサユニットを結合
ｵたシステム試験及び宇宙測位シ
Xテムについて検討を行った。

　前年度に引き続いて、将来の
O道間輸送機等の誘導制御シス
eム＼航法・誘導・制御系の設
vを行うとともに、統合冗長管
搴Z術に関する設計検討を行う
ﾜた、誘導制御計算機及び慣性
Zンサユニットを結合したシス
eム試験及び宇宙測位システム
ﾌシステム要求の検討を行った

　前年度に引き続いて将来の軌
ｹ間輸送機等の誘導制御システ
?q法・誘導制御系の設計を行
､とともに、統合冗長管理技術
ﾉ関する設計検討を行う。また
U導制御計算機と慣性センサユ
jットを結合したシステム試験
yび宇宙測位システムの解析検
｢を行う。

　将来の宇宙輸送系（宇宙往還輸
翼Vステム、軌道間輸送機等）に
､通する誘導制御系について基礎
Z術を確立する。

@　1

，

機器技術の研究 　将来の宇宙輸送系に用いる誘導
ｧ御計算機、慣性センサユニット
ﾌ試作及び評価試験を行った。ま

　GPS受信機及び恒星センサ
ﾌ評価試験を行った。

@㌧

　GPS受信機及び恒星センサ
ﾌ二次試作を行う。

た、GPS受信機及び恒星センサ
の試作を行った。

　　　　　　　　　　騙
v素の研究 　将来の宇宙輸送系、プラットフ

Hーム等の誘導：制御に用いるため
ﾌ高精度、長寿命慣性センサであ

ファイバジャイロの二次試作
iその3）を行った。

ファイバジャイロの三次試作
iその1）を行う。

’

聖 るファイバジャイロの一次試作、 し　　し

二次試作及び評価試験を行った。 ㌔

「
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1　　　　　　　　　　　　　「

β μ診 ギ　『

開発項 目：ロケット・人工衛星用共通部品材料の開発

研究機関名駅：宇宙開発事業団

年　度　　陀

昭和60年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
予算額

冒

最　　終　　目　標 備　　　　考
　　　　　　　（千円）
磨@項ぐ　， 17，771，454 1，200，952 1，553，427

H－IIロケッド及びETS－VI 前年度に引き続き、H－IIロ 前年度に引き続き、H－IIロ 自在な宇宙活動を展開するため
への適用のため、機工部品・材料 ケットで打上げる人工衛星への ケットで打ち上げる人工衛星へ ロケット及び人工衛星に必要な高
として、温度センサ、圧力センサ 適用を目指した機工部品・材料 の適用を目指した機工部品・材 性能・高信頼性の共通部品・材料
サーモスタット、ヒータ、コネク 及び電子・電気部品の開発を行 料及び電子・電気部品の開発を を開発する。
タ、終端器、バルブ、フィルタ、 うとともに、前年度までに開発 行うとともに、前年度までに開
シール、弁、ヒ’ドラジン、触媒等 した部品・材料に対する認定試 発した部品・材料に対する認定
を、また、電子・電気部品として 験を実施した。 試験を実施する。

覧

、トランジスタ、ダイオード、I
b、抵抗・器、FET、MPU、R

　また、ファーストリカバリー
_イオード、推進系供給三部品

また、アナログIC、ショッ
gキバリアダイオード、推進系

唇

’

AM、　RPOM、バッテリ、サー
~スタ、ヒューズ、マグネトロン

（3種）及び1N推三三を新堪開発した。

供給系部品（2種）を新規開発
ｷる6

フォトセンサ、ゲートアレイ等の
撃 開発を行うとともに認定試験を実

{した。
また、高速コンパレータ、高速
オペアンプ128KビットPRO

・㌧ M、大容量ゲートアレイを新規開
ｭしナ；。
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開発項目：運用解析技術の研究

研究機関名望：宇宙開発事業団

年　度
昭和59年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

最　　終　　目　標 備　　　　考
予算額 ∫

　　　　　　　（千円）

磨@項 1，393，309 193，858 200，414
　　、
ﾏ

　GMS－1～4、CS－2a／
aA　CS－3a／b、　BS－2a
^b、MOS－1／1b、ETS
|V、EGS、BS－3a／bの
e衛星の運用データの評価解析及
ﾑ衛星総合評価並びにH－1ロケ
bト試験機1～2号機及び実機1～4号機の評価解析を行いさりに

　GMS－3／4、CS－3a
^b、MOS－1／1b、ET
r－V、EGS、BS－3a／
aAERS－1の各衛星の運用
fータの評価解析及び衛星総合
]価を行うとともにそれら解析
Z術の検討を行った。

　GMS－3／4、CS－3a
^b、MOS－1／1b、ET
r－V、EGS、BS－3a／
aAERS－1の各衛星の運用
fータの評価解析及び衛星総合
]価を行うとともにそれら解析
Z術の検討を行う。

　運用中の各衛星から取得された
fータを解析し、将来の衛星の開
ｭに必要な技術を習得するととも
ﾉこれら解析技術の確立を図る。

、 それら解析技術の研究を行った。
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開発項 目：ロケットの低コスト化に関する要素技術等の研究

研究機関名等：宇宙開発事業団
τ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　年　度

¥算 ～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　　終　　目　標 備　　　　考　　　　　　　（千円事　項

42，481

ロケットの試験技術について 将来の宇宙輸送コストの大幅な

の諸外国の事例の調査検討等を 低減を目指して、これまでのロケ

行い、低コスト化の検討に反映 ット開発の技術成果を踏まえ、ロ
する。 ケット及び打上げ運用に係るコス

’

トを新たな要素技術等の採用によ

り低減するこどを目標とする。
’

、
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開発項　目：通信衛星利用計画
郁

研究機関名等：警察庁 旨　　γ

ヒ

年　度

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年忌計画
予算額

∬

最　　終　　目　標 備　　　　考
∫

　　　　　　　（千円）
磨@項　　爵 、2，399ジ344 106，816 89，180
（1）実験用中容量静止衛星 実験用地球局設備2装置の開発 、 実用地球局設備を全国に整備し 応用実験打合せ会（
を使用した実験 を行った。 、衛星通信システムを構成する。 郵政省、警察庁）を通

全国主要地点数過所で回線試験 じて密接な連絡をとり

’
、TV及び電話の伝送試験等を行 ながら実験を実施。

い、実用化の技術資料を得た。

（2）実用地球局設備の製作 ’固定、可般及び車載型の準ミリ
江　　　　　　　　　　　噸 波帯実用地球局設備の検討を行い

、仕様を決定し整備した。 樋

（3）実用局設備の利用及び 可搬地球局を災害発生地点等に 可搬地球局を災害発生地点等に 可搬地球局を災害発生地点等に
運用 移動して衛星通信回線を設定した 移動して衛星通信回線を設定した 移動して衛星通信回線を設定した

一

o　　　　　　　　　　　～ 　　　　　　　　T潤@　　　　　　　　　　　　「 o

東京と沖縄との間で電話、FA 東京と沖縄との間で電話、FA 東京と沖縄との間で電話、FA
｛
、
く
、

X、データ及びテレビの伝送を行
ﾁた。　　　　「

X、データ及びテレビの伝送を行
ﾁた。

（4）技術試験衛星を使用し 警察活動に移動体衛星通信シス 警察活動に移動体衛星通信シス 広域警察活動の移動体衛星通信 ETS－V利用実験
た実験　　　　　　　　〆 テムを利用するために、電波伝搬 テムを利用するために、電波伝搬 システムの構築を図る。 連絡会に参加。

特性、伝送技術等に関する実験を 特性、伝送技術家に関する実験を
実施した。 実施した。

」

肌　　　　　u≠　　　♂

r
「
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（　宇宙輸送の分野　…　関連　）
覧

開発項目1 液水エンジン開発の基礎研究　　（1／2）
（研究）

研究機関名等： 文部省宇宙科学研究所

年　度
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

予算額
最　終　目　標　　　　　　　　　　　　穿 備　　　考

（千円）

事　項 3，751，146 92，704 92，704

‘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
7
ひ
　
　
辱
　
　
　
　
　
　
　
　
　
、

システム

@　　　　」

@　　㌧

@　皇
@　　、

@、@」
@　　　　　　毛

@ナ

　　　　　　　　　　　斜@55年度にアトン級エンジン、56年度
ﾉアトン級ステージ、および10トン級
Gンジン試験に成功し、57年度に10ト
搭宴Xテージ試験に成功した。また、
､通隔壁型の薄肉タンクを用いた飛翔
^に近いステージ試験にも成功し、51
Nから行ってきた第一期計画の所期の
ﾚ的を達成した。
@更に高性能な液水エシジンの開発を
ﾚ指して第二期計画を59年度より開始
ｵた。ここでは熱交換器を燃焼室内に
ﾝけた高燃焼圧の手キスパンダーサイ
Nル・エンジンの実用化のための研究
�sった。60年度には熱交換器の試験
�sい、61年度にはターボポンプをエ
Lスパンダーサイクル用に改造して試
ｱした。62年座にはエキスパンダーサ
Cクル・エンジンを完成し、長時間燃
ﾄ試験や再着火試験等を実施し、実用

�ｾた。

　性能向上を計った2回忌形式の熱交

ｷ器を製作し、ATRエンジンシステ
?ﾌ総合試験を行い、地上・静止状態

ﾉおける試験によるATRエンジンの
]価を行った。
@空気冷却器を設けたエアーインチ「
Nの試験を相模原キャンパスの超音速
欄ｴを用いて行った。エアーインテー
Nはマッハ2と3のモデルを製作し、
ｱれに流入する空気の温度は室温であ
驍ｪ、液体窒素を冷却材に用いた試験
ﾅ空気冷却器の性能が確認できた。ま　　　　　　　　’た、エアーインテークの性能及びエア

[インテークと空気冷却器との相互干
ﾂ特性も調査できた。
@炭素・炭素複合材を用いたチップタービツディスクを試作し、スピン試験

�sった。

@　　　　　　　　　　　　　　ρ

　今年度からスペースプレーンの実際
ﾌ飛行環境をシミュレーションした高

ｷ・高速の空気流の中でATRエンジ
唐�詞ｱし、その性能・機能を評価す
髑謫�i階に入ったが、当初の計画を
ｽ少変更し、風洞を用いた試験は必要
ﾅ小限に留め、できるだけ早く第三段
Kの飛行試験に進む計画である。
@ATRエンジン燃焼器や材料要素試
ｱを行うため流量1㎏／s、温度約1000
j程度の高温空気供給装置を能代ロケ
bト実験場に製作する予定である。こ
黷�pいた燃焼器及び可変ノズルの試

ｱを9月及び11月に行う計画である
B　空気冷却器を設けたエアーインテークの試験は引続き相模原キャンパス

ﾌ超音速風洞を用いて行う予定である
B　今年度は可変エアーインテークに
ﾖする風洞試験も行う予定である。
@炭素・炭素複合材を用いたチップタービンディスクを試験するためのスピ

　ATRエンジンを試作してその実
p化の可能性を試験によって確認す
驍ｱとが最終目標である。
@実証試験は次の3段階に分けて行
､。

i1）地上・静止状態における試験

i2）高温・高速（マッハ5程度）の

@風洞を用いた試験
i3）有翼飛翔体等を用いた実際の飛

@行試験
ｽ成4年度までは第一段階にあり、
ｽ成5年度から第二段階に入る。

@ATRエンジンシステムの開発研
?�x援する上で必要な試験設備の
､究、各種の計算：コードの開発及び
Y素・炭素複合材やセラミック等の
iｷ・高比強度材を用いた精密部品
iファン、三一どン等）の製造技術
ﾌ基礎開発研究を行う。

63年度から将来のスペースプレーン ン試験装置を相模原キャンパスに設置

τ の推進システムに用いられるエアータ
ノ する計画である。今年度からタービン

！

：
　　「
Y　　、

@、
一ボラムジェット（ATR）の開発研
?�J始した。63年度にはATRエン
Wンの基本設計を行い、能代ロケット

及びファン翼の形状に成形したものを

Xピン試験する計画である。
@ATRエンジンの飛行試験のための

ず

実験場にATRエンジン試験設備を増 好

計画立案を開始する。

設した。
＼

平成元年度にはATR・エンジンのタ
一ビン、ファン、燃焼器の予備試験を

一　覧 行い、基礎的な設計データーを得た。
’’、

@　　　　　　　　榊
▼　　　　　　　　　　　　　　　　9

監 炭素・炭素復合材を用いた夕「ビン
ヤ 翼を試作した。 ｛

　平成2年度にはATRエンジンシス
eムに組み上げ、タービン及びファジ

4　　、

の回転系の冷評試験と燃焼器の試験を
r

〆

3
、
，

噸

（　宇宙輸送の分野　…　関連　）

開発項目： 液水エンジン開発の基礎研究　　（2／2） （研究）

研究機関名言： 文部省宇宙科学研究所

年　度

～平成3年度実績

ザ　　平成4年度実績．

平成5年度計画
予算額 最　終　目　標 備　　　考
（千円）

事　項　　　　　覧

システム 行った。炭素・炭素タービン翼の実証
荷試験を実施した。　　　、　　　　　　φ

平成3年度にはATRエンジンの燃
焼室内に収める熱交換器を製作し、エ
塔Wンシステム全体の性能及び機能の

！

評価を行った。試験の結果、ATRエ　　　　　　　　　　　　　　ノ

f ンジンはシステムとして正常に運転で、
きること、及び計画した性能をほぼ満 ｝

足することを確認した。

タービンの性能向上を目指して、タ
一ビン翼ディスクを炭素・炭素複合材

幅

・で試作した。 ＼

「
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野 …　関連　）

開発項目：スペースシャ
　　　　　　　　　　ρgルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験 （1／5） （研究）

研究機関名等：文部省宇宙科学研究所・

年　度
55　～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

　　　　　　’ﾅ　終．目　標 備　　　　考
予算額 ↑

　　　　　（千円）

磨@項
702，452　　　　　　　　　1 16，442 39，867

搭乗者の内分泌系反応

yび代謝変化

@　　　　　　　　1

　血液成分の測定、飛行前、帰還後採，血等を考慮して、尿中の測定法を検討　Pし確立した。

@宇宙飛行時の体液移動、カルシウム
鴻Xなどの挙動が、低圧低酸素負荷で

　搭乗実験者を被験者として血液
yび尿を飛行実験前3日、飛行中
P週間及び飛行後3週間採取し
ｽ。
@水、電解質、アミノ酸及びそれ

　引き続き尿、及び血液中のホ

泣c唐ﾉついて測定する。
ﾜた、骨代謝の指標としてあた
ｰられる物質についても検討す
驕B　　　　　　　　　　　　　！

　宇宙飛行に伴う環境変化に対す

體熾ｪ泌代謝系の反応、バイオリ
Yムに対する影響、適応過程にお
ｯる内分泌系の役割を明らかにす
驕B

名大・環境医研

シミュレートできることがわかり、水 らの代謝に関与するホルモンにつ

、
電解質の代謝の変化とこれを調節する いて血中及び尿中の濃度の変化を

ホルモンの変動を明らかにした。 測定した。

ナトリウム排泄作用を持つホルモン
星

が心房から抽出されているが、これら 一

が体液代謝にも関与していると考えら
れるので、測定法を確立し、調節機能

ぎ
を解明した。 、一

尿コンテナ及びその容器を開発する
喚

ほか、諸種の代謝指標、ホルモンの日
内変動あ正常値を決定した。

「

顎

無重力順応過程における視
O庭性姿勢運動制御の研究

秩@　　　　　　　置

　コイの行動をモ三ターする超小型加

ｬ度センサーを試作し、予備実験を行
､他、脳波測定等の搭載実験装置の設
v、プロトタイプの製作、気球実験を
sった。さらにコイの運搬用簡易生命
ﾛ持装置や携帯用コイ手術装置を製作

　射場へのコイの輸送、飼育を行
｢耳石を摘出したコイ及び正常コ

Cを搭載した。
@軌道上での光依存性行動の観察
yび脳波の計測を行った。
A還後の再適応課程についても調

　脳波及び行動記録についてさ

轤ﾉ解析を進める。
@また、飛行実験の標本で見ら
黷ｽ脳波電極による小脳の損傷
ｪ行動に与える影響の程度を実
ｱにより明らかにする。

　無重力下の視・前庭性姿勢運動

ｧ御の特性、順応過程を考察し
ﾄ、宇宙動揺病のメカニズムの解

ｾに資する。

名大・環境医研

L した。 べた。

また、航空機の放物線飛行により約

25秒の微小重力状態を生成し、コイ
の背光性反射及び脳波計測について調 ，

電　　　　　　‘

べた。　　㌣

微小重力下での背光性反射において
は、両眼への入が光量を等しくするよ

’

う行動すること、また光依存性姿勢反
1

き

射の傾向速度は微小重力下で5～6倍 葦

速くなることも明らかにした。 b

詑

ゴ

～ ノ

「

、

、　拶 ！3 横騨、

（　宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野　…　関連．）

開発項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験 （2／5） （研究）

研究機関名等：文部省宇宙科学研究所

年　度 ’

戸

55　～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
予算額 最　終　目　標 備　　　　考

r（千円）

事　項　．

宇宙空間における視覚安定 プリズム眼鏡による視覚順応検査装 飛行実験に対して地上より管 軌道上で得られたデータや飛行 視覚による空間認識が重力情報 名大・環境医研
性の研究 置により各種実験を行い、体位を360 制し、視覚刺激に伴う眼球運動 前後のデータについて詳しく解析 のない宇宙空間でどのように変化

，

　　　　　　　　　　　　　’x回転する間の眼球の動きを記録し を計測した。　　一 するとともに、生理学的なデータ し、適応していくのかを明らかに
た。体位を傾斜させた時の行動の基準 頭頚部と肩の姿勢に関係する との整合性について確かめる。 する。

軸が地上ではずれるのに対して無重力 抗重力筋の無重力下での活動や
眼球と頭部の共同運動について

め、体位傾斜角度と視野傾斜角度を独 も明らかにした。
立に変化させてこれら二つの要因の相
互作用をターゲット追従眼球運動など

サ から探った。　　　、 ’

航空機による短秒時の微小重力実験　　　　　　　　㌔

により頭部、眼球の運動及び頸部筋電
図を調べたり、スレッドにより加速度

“＼ノ

を与えてその効果を明らかにした。

骨と軟骨の発生と成長に及 、打上げ及び帰還時に印加される過重 0、7、10日齢の鶏胚を搭 詳細な生化学的な研究を行うと 骨組織の発生と成長に及ぼす重 昭和大・歯学部
ぼす無重力の影響 力の鶏卵に及ぼす影響を低減するため 載し、帰還後、発生の進行度合 ともに、0日齢の飛行実験群が高 力め影響を検討し、骨の種々の疾

に卵の搭載方向を検討した。振動や加 を確かめ、骨、軟骨、軟組織の 率で死亡した原因を胚培養などの 病の治療及び予防法の確立に資す
速度が鶏胚組織の成長に及ぼす影響を 組織学的、生化学的な分析を進 手段により検討する。 る。

形態学的に調べるとともに骨吸収、骨 めた。
’

代謝、軟骨の分化と増殖を酵素活性な
どから明らかにした。

　1u
’

、

r
5

HZE及び宇宙放射線の遺伝的影響

　ショウジョウバエの突然変異につい
ﾄ調査し、加速器により重粒子を照射

　成虫雄及び幼虫を搭載し、回
福ｵた試料の劣性致死突然変異

　翅毛スポットによる体細胞突然
ﾏ異を検索する。劣性致死突然変

　宇宙飛行の際被曝を避けられな

｢HZE及びHZE以外の宇宙放
京大・放射線研

して遺伝的影響を調べた。 を調べるための交配、及び幼虫 異が地上対照群に比して高率で出 射線の生物に対する影響のうち特
曽

　　　　　　　　F牛ﾚ機器の試作及び振動、音響試験 の翅原基細胞の染色体突然変異 現する結果が得られており、遣伝 に遺伝的影響を明らかにする。
「 を行うほか、オフガス処理をした機器 の検出のための標本を作製し 子DNAの解析を行う。

で突然変異に関する実験を行った。実 た。　　　　　　　　　　‘
験で用いる幼虫の系統適正数などを決

’

定した。
t 微量放射線連続照射で誘発されるは
　　　　cf　　　亀 ねの突然変異スポットの特質を明らか

にした。　　　　　’

r
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C宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野 …　関連　）

開’ｭ項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験
（3／5） （研究）

o

研究機関焼冷：文部省宇宙科学研究所
ヤ

年　度
55馬～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

最　終　目　標 備　　　　考
予算額　　一 F

’

（千円）
曳

事　項

アカパンカビを用いた概日

ｫリズムの研究

」　アカパンカビの生長管を宇宙実験用

ﾉ種々の改良を加え、実験機器の振動
詞ｱ及び実験手順の検討を行った。寒
V培地の組成や暗培養に用いる弓袋素
ﾞの通気性、遮光性を試験した。

　12本の生長管にアカパンカ
rを接種して半分を搭載、残り
�n上対照とした。分生子形成
ﾌ旭日性リズム、及び生長速度
ｪ生子の形態について飛行群と

　概日性リズム、菌糸、分生子の
`態について詳細な観察解析を行

ﾈう。

　　　‘
@分生子形成に典型的な概日性リ
Yムを有するアカパンカビのバン
h形成を宇宙で調べ、三日性リズ
?ﾌ発生機構に関する基本的知見
�ｾる。一

静岡県立大・国際

ﾖ係学部

概日リズム解析用のデンシトメー 対照群を比較した。

タ、菌糸成長端の接写方法を開発する
とともに、リズム発現前の培養条件を
検討した。概日リズみは昇温田24時間

ρ　　　　　　　　’
p　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　程

の明培養後暗培養に移して発進させる
ｪ、温度と光の環境の影響は大きいこ

ρ

、 とがわかり、試料の運搬方法を含めて
検討すべき点のあることがわかった。

ガラスの高温密度と体積変

ｻ
　ホウ酸塩及びケイ酸塩ガラスについ
ﾄ基礎的なデータを取得した。試料の
ﾅ適加熱条件と試料寸法を調べ、温度
v測寸法や回転加熱方法について検討

　飛行実験において、溶融ガラ
X球の体積の温度変化を解析し
ｽ。

　飛行実験でみられた、気泡の発
ｶ、溶融時のガラス内部での流れ
ﾌ解析やガラスと周囲の材料との
ｽ応について調べる。

　ガラス転移温度から高温溶融状
ﾔにいたるまでの体積変化を測定
ｷる。

京大・工

する他、計算機によるシミュレーショ
ンに必要な吸光度、熱伝導、熱放射率

’ などの測定を行い、溶融ガラス球の画
怩ｩら熱膨脹曲線を算出するプログラ

」

ヤ

門
ムを開発した。　　　　　　，
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（　宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野　…　関連　）

、開発項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験 （4／5） （研究）　　　　　　　　、

研究機関名四：文部省宇宙科学研究所

年　度

～平成　年度実績 平成　年度実績 平成5年度計画
予算額 最　終　目　標 備　　　　考

　　　　　（千円）

磨@項　： へ

骨由来培養細胞の増殖・分 、 微量試料に含まれる重力応答遺 骨由来細胞の増殖・分化への微 東京医科歯科大学
化機能発現におよぼす微小 ∫　　， 伝子の検出・同定の手法を開発す 小重力の影響を細胞の超微構造、
重力の影響

｝

、 るとともに、骨由来細胞の産出す 酵素活性、遺伝子発現、細胞内情
るタンパクの細胞との結合性を調 報伝達系などから調べ、骨形成へ

！

べる。飛行実験に用いられる培養 の重力の効果を解明する。
容器を用いて予備実験を行う。

こ

訂

微小重力下における魚の前
、 前庭器を摘出した金魚の飼育方 金魚の姿勢・行動から微小重力 藤田保健衛生大学

庭順応機構の研究 げ　　　　　㌔ 法を確立し、金魚の視覚一二二相 での適応過程及び1G環境への再

　　　　　　　　　　♂m
ぜ 互作用の解析する装置の開発や微 適応過程を解明する。宇宙酔いの

｝ 小重力への順応過程に関与する中 発生機序及び前庭器の生理学的機
’ 枢の組織学的検査などの予備実験

�iめる。
能を明らかにする。

4

岬　　　　－

←

宇宙におけるメダカの交尾 ’

形状・機能が飛行実験装置と同 生殖行動への宇宙環境の影響を 東京大学
・産卵行動 等なものを用いて、基礎的なデー 明らかにし、長期の継代飼育によ

が タを取得するとともに、打上げ延 る宇宙実験の可能性を実証する。
期などの影響を評価する。餌や射

’
場での飼育条件も確立する。

ド

⊆

！

、瓦

ナ

｝

’

イモリの宇宙における産卵
yび受精卵の発生

ρ

　産卵を誘発するホルモン処理方
@を適正化するとともに、打上げ

　宇宙でイモリを産卵させ、受精　　　　／

曹ﾌ初期発生に及ぼす微小重力の
宇宙科学研究所

， 延期等に対応する方法を検討す 影響を明らかにする。
ピ

’ る。飛行後の試料の解析を準備す

ヤ

る。

’

’

一ユ61一



、
生

夏
｛
亘
ζ

一162一

、

（　宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野 …　関連　）

開発項目，スペース》ヤ　　　　　　　　　　　　、 トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験 く5／5） （研究）

研究機関名湯：文部省宇宙科学研究所

年　度
、　～平成　年度実績 平成年度実績

平成5年度計画　　　F

最　終　目　標 備　　　　考
予算額 ～

　　　　　（千円）

磨@項

宇宙環境における細胞性粘

ﾛの発生・分化

　野生型細胞性粘菌に加えて、D
mA損傷の修復機構に欠損のある
厲ﾋ性感受性株を宇宙実験で用い

　細胞性粘菌の増殖・細胞分化に
ﾎする宇宙放射線及び微小重力の
?p並びにそれらの複合的影響を

奈良県立医科大学

るために、突然変異種の作成と単 明らかにする。

6

離を行う。 臼

　’o

㌦

宇宙船内における重粒子線
ﾉよる考量計測とその生物

�ﾊ実験

、

　データ解析用プログラムを開発
ｵ、模擬的な信号を発生させて飛　　一

s実験時の運用について検討す

　重粒子線の線量を実時間で計測
ｷる方法を開発し、放射線生物学
ﾉ新しい実験方法を提供する。

早稲田大学

←
る。

’

、
’

し

，

m

電気泳動による線虫の染色

ﾌDNAの分離 、

　電気泳動条件を決定し、飛行実
ｱで要求される大量の実験試料の

ｲ製方法を確立する。染色体DN

　微小重力下で高濃度の染色体を
ｪ離する方法を確立し、遺伝子の
Xクリーニング技術の発達に寄与

城西大学　　鰐

　　イ　　ド
e

刷
Aの高感度な検出方法を検討す させる。
る。、

’

電

　　　　　ノ
m

レ

多元系化合物半導体霊液の

ﾏ一分散・混合化 、

　溶融試料の表面の酸化膜を除去
ｷる方法を確立し、模擬試料の融
�E結晶育成により四温・四温プ

　重量偏析の大きい多元系化合物

ｼ導体三三の均一分散・混合化を
}ランゴニ対流により促進する手

早稲田大学

ロファイルや試料組成などの飛行 法を開発する。

婁
実験の条件を定める。

曇

b さ
“

声

’

｝
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’

’
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研究項目：衛星データリンクの研究（研究）
匿

、

研究機関名等：電子航法研究所　　　　　な

」

　　　　1
P

、

、＼　　　　一
、　　　＼＼、　　　＼＼

＼　㌧＼年度　＼予算額＼　　、　　　，　　　　　　　　’＼　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

～平成3年度実績 平成4年度実績

@　　　　　　　　｝

平成5年度計画 ノ

、　　　　　　　　　　　　　＼

＼（千円〉
蓼 最終　目　標 備　考

事項　’＼　　　　　　　　　　、轄
2
5
3
，
8
0
0
F

、　253，800

、 凪

r 衛星データリンク実験用機上設備及び 前年度に引き続き、衛星デー 前年度に引き続き、インマル インマルサット（国際海事衛
　
　
　
　
　
　
《
／
ゾ

地上設備（ADS表示装置を含む）を タリンク実験用地上設備のソ サット地球局衛星通信装置を 星機構）の衛星を利用して、

　　　甘u

製作した。、 フトウェアを製作した。また 製作すると共に、当所の実験 衛星データリンクに関する飛
▼ 「

インマルサット地球局衛星通 用航空＝機B99を用いて、A 行実験を行い、洋上における
f　　　　　　　　　　　ド

信装置及び通信特性解析装置 　　　　　　　　　　　、cS及び管制データ通信の飛 航空機の管制に衛星経由のデ

を製作した。衛星データリン 行実験を行う。 一三リンクを利用する技術を
’

1

ク実験用機上設備は当所の実 ’ 開発すると共に、その成果を

験用航空機B99に搭載した ICAO（国際民間航空機関

、　　　’

@－@　　　　　　　｝
‘

）に報告し、衛星データリン

卦

レ

一回通信の基本特性を測定す クの技術基準制定に寄与する

コ　　、 　　　，
u

る飛行実験を行った。　　　、

◎

「　　　　　　　　，

〆

’

， 匹

苧

’

」

ノ

酢

年
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開発項　目：海洋測地の推進

研究機関名等：海上保安庁水路部 （1／2）

’　　　　年　度
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　　終　　目　　標 備　　　　考

予算額
　　　　　　　（千円）

磨@項 2，124，157 140，655 131，388
’1．測地衛星の研究’ 　レーザー反射衛星に関する基礎

､究・　　　（44～47年度） P

　　’

f

　6，443千円
i三三担当分のみ）

t

2．観測装置の研究 　レーザー測距装置の開発に関す
骭､究　　　（48～50年度）

7
42，480千円
i三三担当分のみ）

巴

3．離島の経緯：度観測 GDP海洋測地観測
@　　　　（48～52年度） 、　，

20，398千円

4．島娯基準点の整備

@　　　　　　　　　　　F

@　　　　　　　　　　　、

　55年度から米海軍航行衛星を
?pして南西諸島、南方諸島等に
ｨいて基準点標識の経緯：度の決定
�J始した。

@61年8月に打ち上げられた測
n実験衛星「あじさい」の打上げ
ｼ後から軌道追跡観測を実施し、
O道解析を行った。また、可搬式
戟[ザー測距装置等の整備を行っ
ｽ。

　下里水路観測所において、「あ
ｶさい」のレーザー測距観測を実
{し、その軌道を解析した。　・

@可搬式レーザー測距装置等を稚
煖yび八丈島に持ち込み下里水路
ﾏ測所との間で「あじさい」の同
條ﾏ測を行うことにより、両島の
ﾊ置を高い精度で求めた。

@　　　　　　　　　　　’

　下里水路観測所において、「あ
ｶさい」のレーザー測距観測を実
{し、その軌道を解析する。

@固定式レーザー測距装置及び可
ﾀ式レーザー測距装置のオーバー
zールを行う。

@可搬式レーザー測距装置を枕崎
ﾉ持ち込み下里水路観測所との間で「あじさい」の同時観測を行っことにより、三島の位置を高い精

　87の島嗅基準点からなる海洋
ﾏ測地網を整備する。そのうち測
n網の骨格となる主要15島娯に
ｨいては、　「あじさい」等を用い
ﾄ位置を決定する。

921，697千円

@　　　　　　　　㌧

戸

　62年度には、可搬式レーザー“測距装置、固定式衛星方位測定装 度で求める。

置の整備を終了するとともに、固
闔ｮレーザー測距装置のオーバー

　ら

ホール及び改造を実施した。

さらに、可搬式レーザー測距装
雫

憎憎を父島、石垣島、南鳥島、対
〟A沖縄島、隠岐島、南大東島、
十勝及び硫黄島に持ち込み、下里
水路観測所との間で「あじさい」
の同学の位置壷高い精度で求め

P た。
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一
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開発項　目：海洋測地の推進 1

，

’

研究機関名望：海上保安庁水路部（2／2）
“

年　度 ‘　　～平成3年度実績
，平成4年度実績 平成5年度計画予算額 最　　終　　目　標 備　　　　考

塵　　　　　　　（千円）
磨@項

5．世界測地系による日本経 55～56年度にレーザー測距 　一�ｫ続きラジオス衛星の国際共 引き続きラジオス衛星の国際共 より正確な世界測地系の確立に 1，183，161千円
緯度原点の測定 装置の整備を行い、57年度から 同観測を実施するとともに、軌道 同観測を実施するとともに、軌道 寄与するとともに、それと我が国

測地衛星ラジオスの国際共同観測 解析ソフトウェアに使用する地球 解析ソフトウェアに使用する地球 の経緯度原点との関係を明らかに
に参加している。この共同観測に 力学モデルの高精度化の作業を行 力学モデルの高精度化を図る。 する。その結果を水路三三に反映
るレーザー測距データを用いて、 つた。 させるとともに、海洋法条約に必
日本測地系と世界測地系との関係 要な資料を整備する。
を暫定的に求めるとともに、引き
続き観測を実施した。 キ

¶

63年度には、軌道解析ソフト
ウェアに使用する地球力学モデル
の高精度化に着手七た。

’

　　　　　　　　　　　儲U．観測成果に減ずく海図の
?ﾅ　　　．　　’　　　∫

　57年度から海図改版のための
@器の整備を行い、海図改版の作
ﾆを開始した。

　　　　　　、

@
引
き
続
き
海
図
改
版
の
作
業
を
行
っ
た
。

　引き続き海図改版の作業を行
､。

　測地観測の成果により海図の改版を行う。

222，031千円

’

63年度には、作業能率の効率
化のための編集ソフトウェアの改

　’
ﾏ
良を行ヶた。 、

［

’
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（関連） ’

推進項　目：静止気象衛星業務 、

研究機関名等：気象庁
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年
　
度
㌧

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最：終　目　標 備　　　考

予算額
　　　　　　　（千円）

磨@項 2，230，676 2，238，147
’

静止気象衛星業務運営 　気象衛星センターにおける気
ﾛ衛星業務の維持運営を行った

@　　　　　　　一

　引き続き維持運営を行った。

f

引き続き維持運営を行う。

@　　　　　㌧

　静止気象衛星観測の円滑な運用を継
ｱする。

　　　　完

｡

’

一

－

、

静止気象衛星業務整備

@　　　　　　　　　f

　気象衛星センターにおける気
ﾛ衛星業務の整備を行った。

　観測機能が強化されるGMS－5に対応するために必要な整

��sった。

　引き続きGMS－5に対応す
驍ｽめに必要な整備を行う。

　衛星の観測機能の向上、関連地上施
ﾝの機能向上により気象衛星業務を整
�E推進する。

、

み

、

μ

’

§

P

τ

柵

「

’

「

氏

’

1

ρ　　　　　　　　　　　　　　一

，　　　　8
葦

「

｝

L

汐
、
つ 魂〒

『

（関連）

推進項　目：一般観測予報業務
’　　　　　　　　　　　T

研究機関詩魂：，気象庁
巳

年　度

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　終　目　標 備　　　考
予算額　　　　　，
@　　（千円）

事　項　　　　　　　　1 66，301 66，301
’

極軌道気象衛星資料受信業務 亀米国の極軌道気象衛星の気象
送ｿ受信業務を行った。

引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　気象衛星業務における極軌道気象衛
ｯ資料の利用を推進する。

ゴ

戸　　　　　“

－

一

●

電

コ

♂
》卜

静止気象衛星資料受信業務 　地方予報中枢官署における気象衛星受画装置：及び画像自動解
引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　気象業務における静止気象衛星資料の利用を推進する。

析馨置を利用した・
’

｝

「

、

馬

1

ズ　し　　へ

1
、

》
、

「

1
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ぐ関連）

推進項目：気象変動観測業務

研究機関三等：気象庁
，

年　度
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　終　目　標 備　　　考

予算額 ’

　　　　　　（千円）
磨@項 ，　　　　　　248，934 248，934

気象ロケット観測　　　　　　　　　　、
　気象ロケットにより、超高層’大気の観測を行った。 引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　地球温暖化やオゾン量減少の監視、

@構変動のメカニズムの解明や長期予
�ﾌ精度向上に寄与するため、超高層

F

サ

大気の観測を維持する。

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　　　　　　一n
T

♪　鷺

，　、

」

■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
「

「　　　　F 卜

r

乏

書

、

，　　　　　　　㌧

　　ρ@、　　　L
ﾅ 　　　　　　Af　匹

’

’

（
重

戸　　　　　　、

ノ

ヤ

メ

〆　、

’つ

（観測の分野）
、

開発項 目：静止気象衛星の機能等に関する調査研究 （研究）
’

研究機関名等：気象庁
竜

年　度

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最：終　目　標 備　　　考
予算額　｝

（千円）
「

事：項 9，842
静止気象衛星の機能等に関す
髓ｲ査研究

！

　諸外国を含めた静止気象衛星
ﾉ関する動向、地球観測衛星に
ｨけるセンサ等の技術的動向を

　開発中の静止気象衛星5号（GMS－5）の設計寿命、地球観測衛星に対

ｷるニーズの高度化・多様化等をふま
1 調査する。また、効率的な気象
q星のあり方についても、併せ

え、諸外国の動向、地球観測衛星にお
ｯるセンサ等の技術的動向、効率的な

て調査する。 気象衛星開発のあり三等について調査
ミ ノ

研究する。

’

’

、

隔

㌧ 一

r

r

、
’

県 　　　　ρv

㌧

’

、

く　　　　　鷺

！

」

暦 夢

置
夢

，

’
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推進項目：気象変動観測業務

研究樹難名等：気象庁

年　度
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　終　目　標 備　　　考

予算額 ノ

　　　　　　（千円）
磨@項 248，934 248，934

気象ロケット観測　　　　　　　　　　、 　気象ロケットにより、超高層
P大気の観測を行った。

引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　地球温暖化やオゾン量減少の監視、
@構変動のメカニズムの解明や長期予
�ﾌ三度向上に寄与するため、超高層

イ　　　　　　　4

大気の観測を維持する。

、
　　　　　　　　　騨A
m

「

－

‘

r

‘

，　　　　　　　　　　　、

しl @　r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　幅　　評 唱

7

r

ρ

1

L

F

、

「

、曹

@　　　　　　’

　
　
　
　
　
〕
ハ
！
E

，

〆

｝　　　　｛　　　　　’ ，、

、

r

仁

、

’

‘ 1

η ㍗

，汐
、測》 噸

（観測の分野）
’ 、

開発項 目：静止気集衛星の機能等に関する調査研究 （研究）
㊥

研究機関名寄：気象庁

　　　　年　度

¥算額
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最　終　目　標 備　　　考

（千円）
詞

事　項 9，842
静止気象衛星の機能等に関す 諸外国を含めた静止気象衛星 開発中の静止気象衛星5号（GMS ’

る調査研究
卑ノ

’

に関する動向、地球観測衛星に
ｨけるセンサ等の技術的動向を

一5）の設計寿命、地球観測衛星に対
ｷるニーズの高度化・多様化等をふま

1 調査する。また、効率的な気象 え、諸外国の動向、地球観測衛星にお
衛星のあり方についても、併せ けるセンサ等の技術的動向、効率的な
て調査する。 気象衛星開発のあり三等について調査

r 研究する。
屯

ゆ

～

㍉

ノ

、

’

τ

卜

置

、
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開発項　目：衛星通信の実施
、

￥研究機関名等：郵政省

年　度

予算額
～平成3年度実績 平成4年度実績　「 平成5年度計画 最　　終　　目　　標　　　・ 備　　　　考

　　　　　　　（千円）．・

4，905，651
駈　　　　　　　∫

@76，636 76，799
　　　　　～q星通信の実施 ・1昭和60年度～62年度まで衛星利

pパイロット計画に参加し、実
・通信衛星3号による衛星通信
Vステムの運用を行った。

・通信衛星3号による衛星通信
Vステムの運用を行う。

衛星通信システムの運用を行
､。

験を行った。
・昭和63年度には、通信衛星3号

5　　　　　　　　　‘
を使用し、実用化するための運
p実験を行い、平成元年度から
は、衛星通信システムの運用を
行った。

し

・衛星通信地球局設備5局と網監
視制御情報処理装置を構…築、整
嘉した。

－

，

●

、

1　　　　　　　　　　　　　　’

‘

｝

、

L一

’

と
●

F

府

　、
k

1 ひ
ち

曹

嚇

f

1

、 、

防

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

」

尾

”

」

艦 ｝

　　　　　　　　電f

岬

∫

「

、

〆．』幽

／

’、
ごゆ 縄

（関　連） ノ

開発項目：宇宙通信政策推進のための調査研究（1／2）

・研究機関名等：郵政省通信政策局

骨　　　　　　・　年　度 ’

｝

・　～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
予算額 最　　終　　目　　標 備　　　　回

診

（千円）一

事　項 ・　　　28，569 4，638 4，638
、

衛星利用促進パイロット 前年度に引き続き、ETS－V 平成3年度に引き続き、（以 平成4年度に引き続き、（以 移動体衛星通信に対する潜在需
計画に関する調査研究 を利用し国内メーカー、将来の利 下同）を行った。 下同）を行うとともに、ETS 要の開拓等を行うことによりぐ移

直　　∫ 1用者等の参加による通信実験及び また、利用実験の一環として 一VIを利用した調査研究の準備 動体衛星の実験に向けて、効果的 し

移動体衛星通信実験を希望する国 、ISYのイベントに参加する を行う。 な施策を講ずる。
｝ トとの国際共同実験を行った。 とともに、国外における実験提

供を通して国際協力を行った。

衛星放送技術の高度化に 前年度に策定した実験計画に基 3年度に引き続きBS－3に 前年度に引き続きBS－3に BS－3に搭載された実験用の
関する調査研究 づき、BS－3に搭載された中継 に搭載さた中継器を用いた放送 搭載された中継器を用いた放送 中継器を用いた放送実験を行い、

7 器を用いた放送衛星実験を実施し 衛星実験を実施し、この結果の 衛星実験を実施するとともに、 PCM音楽放送、静止画放送、フ
、この結果の評価及び検討を行っ
Dた。　　　　　　㌦

評価及び検討を行った。 これらの結果の評価及び検討を
sう。

アタシミリ放送、データ放送等の
Vしいサービスを可能とするため

　　」怐@　　　　　　　㌧
F

の放送衛星関係技術の開発や利用
∫　」

1　　　　1 技術の確立等に資することを目的
L

卜 とする。

・衛星通信高度利用システ 前年度に引き続き、衛星MCA 平成3年度に引き続き「衛星 平成4年度に引き続き「衛星 医療、教育、行政等の利用分野 9

ムに関する調査研究 ㍉システムの実用化に向けて運用実 通信高度利用パイロット計画」 通信高度利用パイロット計画」 において、衛星回線を多くの利用
（衛星通信高度利用パイ 験及び技術課題の検討を行う「衛 を推進することとし、次の事項 を推進することとし、次の事項 者に安価に提供するための衛星通

1　’ロット計画）　　， 星通信高度利用パイロット計画」 を実施した。 を実施した。 信高度利用システムを開発する。
を推進することとし、次の事項を ①前年度に引き続き試行的運用 ①前年度に引き続き試行的運用
実施した。 実験を行うとともに、システム 実験を行うとともに、システム

己

①前年度に引き続き試行的運用実
ｱを行った。

の課題の整理を行った。
A前年度に引き続き高度利用運

の課題の整理を行う。
A前年度に引き続き高度利用運

②高度利用運用実験を実施した。 用実験を実施した。 用実験を実施する。

　

、

」

　　　　　→ ρ

“

r

1

〆

、
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’
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ゴ

’
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（関　連）

開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜　　　㌔ｭ項　目：宇宙通信政策推進のための調査研究（2／2）

研究機関名勝：郵政省通信政策局

年　度
～平成3年度実績 平成4サ年度実績

平
成
5
年
度
計
画
　
ず

最　　終　　目　　標　　　1 備　　　　考
．　　　　予算額
　　　　　　　（千円）

2，217 2，230 2，230
「

帽

地球環境保全のための電
g利用と情報通信に関す
驫J発調査

　地球環境に関するデータ・情報
ﾊ信ネットワークの調査及び観測
E監視システムに必要となる蜜磁
gセンサーについて基礎的検討を
sった。

　地球環境に関するデータ・情
�ﾊ信ネットワーク構成上の技
p的条件の検討を行うとともに
d磁波センサーの開発・標準化
v画を行った。

　地球環境に関するデータ・情
�ﾊ信ネットワークについて、
T念設計を行うとともに、引き
ｱき電磁波センサーの開発・標
?ｻ計画を行う。

’各種の地球環境に関するデータ・情報の円滑な流通を確保するた

ﾟの地球環境情報通信ネットワー
Nの開発・整備及び地球環境観測・監視システムの開発・整備につ

｢て総合的検討を行う。
乳、

上

ノ
’

戸
神

「

げ

、 睾

、

さ ／

弘

¢

ヒ

　　　　　階
C

’
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1
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■

5

，

1

1

ノ
、

、
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関

（関　連）

、

開発項 目：宇宙電波による高精度時空計測技術の研究開発 （1／2）　〔研究〕

研究機関名匠：郵政省通信総合研究所’ ’

ノ　年　度

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
、

1予算額
5 最　　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）
磨@項 1，874，230 43，609 42，163
宇宙電波による高精度時 1．第4回SSLG（日米合同委 1．西太平洋電波干渉計システ 1．西太平洋電波干渉計システ ①　西太平洋電波干渉計を効率よ
空計測技術の研究開発 員会）にて、プレート運動研究 ムでの観測を引き続き実施し ムでの観測を実施し、計画を く運用し、日本列島を分断する

の昭和68年まで5三年延長が合 した。 終結する。 4つのプレートの相対運動を明
意された。 2．国際地球回転観測実験に引 2．国際地球回転観測実験に引 らかにする。

2．TDRS衛星を用いたスペー’ き続き参加した。 き続き参加する。 ②　国際地球回転観測実験に参加
スVLBI実験において、鹿島 3．本格南極VLBI局の実現 3．IERSの“VLBI技術 し、世界時の精度決定、地球回
局と衛星間で相関検出に成功し に向けて極地研究所に協力を 開発センター㌘としてVLB 転の精密測定を行い、日本標準

炉 た。， 行った。 1技術の高情度化に関する研 時の高精度化に寄与する。
3．国土地理院の可搬型5mアン 4．IERSの“VLBI技術 究開発を推進する。 ③　IERS技術開発センターと

　　’
A

テナVLBI局開発に協力し、
ｯ院の実施する国内VLBI移

開発センター”としてVLB
h技術の高精度化に関する研

4．原子時系の高精度化に向け
ﾄ超高安定ミリ秒パルサー観

してVLBIの高精度化に貢献
ｷる。

㌧ 動実験に鹿島局を相手局として 究開発を実施した。 測システムの開発を進める。 ④　高安定ミリ波パルサーを利用
， 観測に協力し、日本測地系の規 5．首都圏直下型地震予知目的 5．首都圏直下型地震予知目的 した超高安定な時系を確立する

正に協力した。 地殻変動モニター用の基準 地殻変動モニターの用の基準 ⑤　時空両面の精密計測技術を展
4．昭智62年西太平洋雷波モ渉計　シスァムに34mアンァナ、10m級アンテナが尋入された。

　点提供のためのVLBI観
@測を継続して行なった。6．地球温暖化による海水面上

点提供のためのVLBI観測
�p続する。
U，本格南極VLBI局の実現

開させ、有人宇宙時代にふさわ
ｵい宇宙普遍時空間計測技術を
�氓ｷる。

5．日米共同実験を継続すると共 昇モニターのための世界最： に向けて極地研究所に協力を
に、各国との科学技術協力協定 小VLBI局の性能確認を 行なう。
に基づき中国、豪州等とのプレ 行なった。
一ト運動検出を目的としたVL 7．超高安定ミリ秒パルサー観

ノ

BI実験を実施し、プレートの 測システムの開発を進め、34
グローバル運動を明らかにした 　～アンテナによる基礎観測を

　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

U．国立天文台と共に国際地球向

実施した。　　P

ノ

転事業に参加し、地球回転精密
計測目的VLBI観測を開始し

η　　ぐ

　た。

V．34mアンテナを用いたミリ波

　　　’
v　γ　～　〕

、．VLBIを始めとする国際・国
@内共同VLBI実験を開始し
@た。

！

8．VLBI実験用データレーコ
ダーの高密度記録を実現し、使
用テープ量の飛躍的軽減を図っ ’

た。 ’

〒

， 9．日本周辺のプレート運動の測
定を行うための西太平洋電波干

、
／

渉計の実験を開始し、南鳥島局しの位置変化から太平洋プレート
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（関　連）

F

開
発項目：宇宙電波による高精度時空計測技術の研究開発　　　　　　　　　　　　　　　　㌧ （2／2）　〔研究〕

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

　　　　年　度

¥算額

～　∫1乙　成　3　｛三三　度　実　績 平成4年度実績 平成5年度計画
最　　終　　目、標 ’備　　　　考

、

　　　　　　　（千円）

磨F項
馬

の運動を、また、南大束島への
「

移動実験によりフィリピン海プ
レートの初期位置を決定した。
10．平成元年1月に豪州局、極地
研究所と協力し、世界初の南極
VLBI試験観測を実施し、南
極昭和基地の位置を10cm程度の
情度で決定した。
11．南極VLBI局の開発に関し
極地研究所に協力した。
12．∫F成2年度：、国際i也球回転事 、

業（IERS）評議会より、1
　　　＼ﾌ ERSの“VLBI技術開発セ ，

ンター”として指名を受けた。
13．西太平洋電波干渉計システム
での観測を引き続き実施し、太
平洋プレートの運動のより高情
度検出、フィリピン海プレート
の運動検出を行なった。

ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、 14．首都圏直下型地震予知目的地
殻変動モニター用の基準点提供
のための超小型VLBI局を用 、

いたVLBI観測を開始した。
、 15．地球温暖化による海水面上昇

モニターのための世界最：小VL
一　　　　　　一
黶@　　　（

@　　1@　　　，

　BI局の開発を国土地理院と共　　　　　　　　　　　「　同で実施した。16．原子時系の高精度化に向けて

r　　　　　　　　　　　口
@‘　　　　門

　　　　　　　　　　吋ｺ　　　　　　　　　　　　㌔ 超高安定ミリ秒パルサー観測シ
㌔

ステムの開発を開始した。

「

18．スペースVLBIの実現に向
‘　　、

導

’　、

，

1

、

告
ρ

r

1

占

ψ

戸　畑』

一ゆ

（関　連）

開発項目：宇宙空間の実験研究

研究機関二等：郵政省通信総合研究所
、

年　度
噌

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
，
予
算
額
「

最　　終　　目　標 備　　　　考　　　　　　脚

（千円）
｝

事　項 1，736，66ヅ9 86，664 86，664
電波による宇宙空間の実 宇宙空間の実験研究に必要な実 弓長基線電波干渉計施設の維 弓長基線電波干渉計施設の維 宇宙空間の実験研究に必要な施
験研究 験施設の維持を行った。 持を行った。

@光通信地上センターの施設維
持を行った。
@光通信地上センターの施設維

設の維持保守考継続する。

持を行った。 持を行う。
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（関　連）

開発項目：地球環境計測・情報ネットワークに関する研究開発 〔研究〕
’

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

年　度
　　－
A

　　　　　　　　置

¥算額
～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 最：　終　　目　標 1　備　　　　考

一　（千円）

事項 5，688 7，146 15，764
地球環境計測・情報ネッ
gワークに関する研究開
ｭ
　
ρ

　地球環境情報検索装置を整備し
A地球環境情報ネットワークの核
ﾆなる地球三回情報検索技術の開
ｭを開始。

地球環境ネットワークの核と’なる地球環境データ情報検索技

pの開発を継続すると共に、画
恟﨣�fータベースに関する研
?�sなった。

　地球環境情報ネットワークの
jとなる地球環境情報検索技術
A地球環境データベースの構築
A環境情報の相互利用に必要な
lットワークの分散データベー
Xについて研究を行なう。

　地球的規模での環境保全のため
煌Oの研究機関・行政機関で：取得
ｳれている各種の地球環境データ
竢﨣��褐ﾝに利用可能とする情
�lットワークを実現するために
K要な研究開発および広域に分散
した観測点から地球環境データを

、　　白 伝送しデータベース化する計測ネ
ットワークに関する研究開発を行
い、人類共通の課題である地球環

、

境保全に資する。
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（関　連）

、
「

開発項目：通信衛星の実験研究
㌧

研究機関名酒：郵政省通信総合研究所

年　度

平成4年度実績 平成5年度計画
予算額 最：　終　　目　標 備　　　　考
乱

（千円）

事　項 1，367，240 44，372 38，647
衛星利用パイロット計画 衛星利用パイロット計画は（昭 ①　降雨減衰補償が可能な速度 高度利用実験計画の運用実験 パイロット計画の成果を発展さ
（CS－2）及び衛星通 和58～62年度）衛星通信の潜在的 可変TDMAの実験を継続 を継続する。 せ衛星通信システムの特質を最大
信高度利用パイロット計 な利用者に対して、衛星利用の機 した。 限利用した通信網構成、回線制御
画（CS－3） 会を提供し、実利用に必要な具体 ②　高度利用実験計画の運用実 方式等の技術を開発し、利便性と

的な技術、ノウハウを蓄積しその 験を継続した。 経済性に富んだ衛星高度利用シス
発展と普及を図ることを目的とし テムを確立することを目的とす
て実施された。 雪

る。

パイロット計画への参加者は延 ♂

隔

べ22グループ54機関、地球局数は
、
＼

一　ト 36であった。この間、コンピュー
^ネットワーク、新聞紙面伝送、

り
ノ
’

「　1 CATV等狭帯域映像伝送実験等
、

を実施し、目的を達成し、成果を
報告書として取りまとめた。
昭和63年度に衛星通信高度利用
パイロット計画に着手し、試行的

F

運用実験を開始した。
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（関　連）

開 発項目：STEP計画期間における関連観測の強化 、

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

　　　　年　度

¥算額　　　　　」
～平成3年度実績 平成4年度実績

平成5年度計画　　　’

最　　終　　目　標 ’　備　　　　考

　　　　　　　（千円）

磨f項’ 4，732 9，100

レーザーヘテロダイン分
�vによる惑星大気観測

4年度より開始 　　　　　　　　　　’@レーザヘテロダイン分光計の
?｢

惑星大気の観測 　惑星大気中に太陽エネルギーが
ｬ入する過程の解明

太陽風研究のための宇宙
d波観測

ヒ

、太陽風観測装置の自動運用化 2局共同観測実施
　太陽風加速機構の解明、太陽風エネルギーが地球周辺空間へ流入

ｷる過程の解明

電離圏磁気圏波動観測 　ETS－VI観測データ解析シ
Xテム作成

　ET，S－VI観測データ解析シ
Xテム作成

　地球磁気圏中に太陽風エネルギーが流入する過程の解明

8

イオノゾンデによる電離 強化観測の実施 強化観測の実施 　電離圏と中層大気の相互作用の

�ｾ圏波動観測 」

　　　○
戟[ザーレーダーによる
?w大気観測 　　　り

装置の作成と大気観測のテス
g

レーザレーダの高感度化 　超高速大気、中層大気、低層大
C間のエネルギー交換過程の解明

二

、

、
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開発項　目：首都圏広域地殻変動観測施設の整備

研究機関球磨：郵政省通信総合研究所

年　度

～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画
予算額 蓼 最　　終　　目　　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）
磨@項、 796，560
首都圏広域地殻変動観測施設
ﾌ整備

ガ

通信総合研究所本所に超長基線
d波干渉（VLBI）を整備す

電波を利用したVLBIやSLR
i衛星レーザー測距）技術を活用

る。 して、首都圏の地殻変動の測定制
度を高めることにより、首都圏直

’

両型地震の予知の向上を図る。
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開発項目i人工衛星観測 一

研究機関名等：建設省国土地理院

　　　　年　度

A予算額
、　～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画

最：　終　　目　標 1　備　　　考

　　　　　　　（千円）

磨@項 80，093 2，214 6，129

人工衛星観測 　昭和61年度から鹿野山におい
ﾄ、EGSの実験観測を開始し
ｽ。

　鹿野山において、EGSの実験
ﾏ測を行った。

　鹿野山において、EGSの実験
ﾏ測を行う。

国内測地網の規正を行う。

坙{におけるジオイド形状を高

GPS衛星の軌道要素を高精度 GPS衛星による測地位置決定 精度に決定する。

，

　昭和62年度から平成3年度に
ｩけて、GPS衛星の実験観測を
sった。

に決定するための試験観測を行っ
ｽ。

@GPS衛星による測地位置決定

高精度化に関する研究を行う。

@IGS（国際GPS地球力学事
ﾆ）を支援するGPS衛星の軌道

　国内GPSデータセンターを確
ｧし、精密軌道情報を提供する。

平成2年度からGPS衛星の軌 の研究を行った。 要素転送システムの開発を行う。
一

道要素を高精度に決定するための
試験観測を行った。

昭和62年度から平成2年度に ，

かけて、GPS衛星軌道決定ソフ
トウェアを開発し、平成3年度は 「

自動運用化を行った。
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開発項　目：衛星通信利用計画
r　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

研究機関名四：消防庁

年　度 輪

昭和5a年～平成3年度実績 平成4年度実績 平成5年度計画 戸

予算額 最：　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

磨@項 1，125，634 73，181 6，L29
’

衛星通信回線の運用及び都道府 衛星通信回線の運用及び地域衛 衛星通信回線の運用及び地域衛 ・通信衛星を用いた災害対策通信
！ 県の一部に対する通信衛星地上機 星通信ネットワーク施設の整備 星通信ネットワーク施設の整備 システムの効率的運用
器整備の補助
通信衛星及びコンピュータ等高

ノ

度化された機器、技術等を活用し
イ た新たな消防防災情報無線ネット

ワークのあり方についての調査研
ρ

究の実施（平成元、2年度） 「
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